
早稲田大学・法学学術院・教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

３２６８９

基盤研究(C)（一般）

2020～2017

コーポレート・ガバナンス改革に直面した法人税および所得税のあり方に関する研究

Tax Issues under the Corporate Governance Reform in Japan

１０２７３３９３研究者番号：

渡辺　徹也（Watanabe, Tetsuya）

研究期間：

１７Ｋ０３３６８

年 月 日現在  ３   ６ １４

円     3,400,000

研究成果の概要（和文）：本研究の主たる対象は、大きく分けて①インセンティブ報酬のあり方と②法人が行う
租税回避への対応の２つである。①について、ストック・オプションとリストリクテッド・ストックに関する規
定と判例の変遷を確認することができた。ただし、アメリカ法を参照する限り、ベンチャー企業の起業とリスト
リクテッド・ストック等に対する課税問題については、立法論として改善の余地があることが判明した。②につ
いて、経済のデジタル化に対応した法人税のあり方が問われるようになり、OECDにおける作業は進みつつある。
しかし、各国の見解が一致しているわけではなく、引き続き国際社会における議論の進捗状況を注視する必要が
ある。

研究成果の概要（英文）：　The main subjects of this study are ①incentive compensation and ②how to 
deal with tax avoidance by corporations. 
　With regard to ①, I was able to confirm the changes in the regulations and judicial precedents 
regarding stock options and restricted stock. However, as far as the U.S. law is concerned, there is
 still room for improvement in the legislative theory on the issue of taxation of venture business 
start-ups and restricted stocks. 
　With regard to ②, the question of how corporate taxation should respond to the digitalization of 
the economy has come up, and work in the OECD is progressing. However, the views of each country are
 not unanimous, and it will be necessary to continue to monitor the progress of discussions in the 
international community.

研究分野：租税法

キーワード： コーポレート・ガバナンス　法人税法　インセンティブ報酬　租税回避　M&A　経済のデジタル化　プラ
ットフォーム

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究では、近年におけるコーポレート・ガバナンス改革論が租税法、とりわけ法人税および所得税の分野に与
えうる影響を考慮して、これまでの解釈論の確認と見直しを行い、さらに立法論の見地から、コーポレート・ガ
バナンスを阻害しない税制あるいはコーポレート・ガバナンスに寄与する税制について、一定の提言を行った。
その際には、インセンティブ報酬のあり方と、法人が行う租税回避への対応というそれぞれ異なる角度からの考
察を試みた。考察の過程において、経済のデジタル化に課税ルールが対応しなければならないことを強く認識し
た。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

 本研究の主たる対象は、大きく分けて❶インセンティブ報酬のあり方と❷法人が行う

租税回避への対応の２つである。コーポレート・ガバナンスの観点から課税のあり方を論じ

た先行業績として、増井良啓「ストック・オプションと所得課税」『人的役務と所得税』日

税研論集 57号 97頁（2006年）があり、また比較的最近では、中里実「タックスヘイブン

子会社の利用と会社法」税研 189号 14頁（2016年）が、コーポレート・ガバナンスの観

点から、アグレッシブな課税逃れによって、会社の評判等が毀損する可能性を示唆する。本

研究において、増井（2006年）は上記❶、中里（2016年）は上記❷と関係する。 
 
２．研究の目的 

本研究は、近年におけるコーポレート・ガバナンス改革論が租税法、とりわけ法人税およ

び所得税の分野に与えうる影響を考慮して、これまでの解釈論の確認と見直しを行い、さら

に立法論の見地から、コーポレート・ガバナンスを阻害しない税制あるいはコーポレート・

ガバナンスに寄与する税制について、一定の提言を行うことを目的とする。上記❶では、主

として(i)ストック・オプション、(ii)リストリクテッド・ストック、(iii)多様な業績連動報酬

を取り上げる。❷では、主として(i)株主目線の租税回避と企業価値を損なう租税回避、(ii)

税源浸食と利益移転（BEPS）とパナマ文書、(iii)一般的否認規定の意義とその課題を扱う。 
 
３．研究の方法 

本研究では、❶に関して、増井（2006 年）を前提としつつ、そこから 10 年を経た現代

の事情に則した検討を行い、❷に関しては、中里（2016年）が示唆した問題点の整理とそ

の解決可能性について模索した。国外の研究動向としては、❶に関する代表的な研究とし

て Bebchuk & Fried, Pay Without Performance (Harvard University Press, 2004)がある。

また❷に関して、OECD/G20 Base Erosion and Profit Shifting Project, Designing 

Effective Controlled Foreign Company Rules, ACTION 3: 2015 Final Report(2015)など

がある。本研究では、これらアメリカ法や OECDの動向を踏まえた比較法的見地からの検

討も行った。 

上記❶❷の問題に関する研究計画として、インセンティブ報酬および租税回避に関する

規定および裁判例の整理、会社法と租税法の差異に関する検討、アメリカ法に関する学説・

判例の分析（比較法的検討）を設定した。計画の実施方法としては、日米の学説・判例に関

する文献のリサーチを行うとともに、研究テーマに関連する国内外の研究会や学会等へ参

加した。また、適当な時期において、個別のテーマに関する暫定的な研究報告を複数回行い、

研究が予定通り進んでいるか、方向性が誤っていないかなどを確認した。そのために自らも

研究会を主催するなどして積極的に意見交換の場を持った。 
 
４．研究成果 

(1) 研究によって得られた新たな知見として、以下のようなことがある。 

まず❶について、ストック・オプションとリストリクテッド・ストックに関する規定
と判例の変遷を確認することができた。具体的には、平成 28 年度改正で新たに創設さ

れた法人税法 54条と同 54条の 2の比較、所得税法 36条と同施行令 84条の関係性の確

認、ストック・オプションに関する最判平成 17年 1月 25日（民集 59巻 1号 64頁）と

リストリクテッド・ストックに関する東京地判平成 17 年 12 月 16 日（訟月 53 巻 3 号



871頁）との整合性の整理を行った。 

ただし、アメリカ法を参照する限り、ベンチャー企業の起業とリストリクテッド・ス

トック等に対する課税問題については、立法論として改善の余地があることが判明した。 

(2) 次に❷について、租税回避防止のための世界的な試みとしてスタートした OECD

の BEPSプロジェクトは一応の終結をみたが、未解決の問題として残された「宿題」の

一つが経済のデジタル化に対応した法人税のあり方である。2019 年 6 月の福岡におけ

る G20 財務大臣会合等を経て、2020 年末に予定されていた最終合意は、新型コロナウ

イルス感染拡大等の影響で延期されたが、2021年半ばの達成を目指して OECDにおけ

る作業は進みつつある。 

しかし、各国（とりわけ先進国と新興国）の見解が一致しているわけではなく、引き

続き国際社会における議論の進捗状況を注視する必要がある。 

(3) 仮に各国が最終合意に達しても、その後の条約の締結や国内法の整備、紛争解決
事例の扱いなど、数年間のスパンで検討を続けなければならない。同時に、デジタル化

が租税法に及ぼす影響は、もはや国際的租税回避に限らない。所得格差が拡大し、納税

者情報の収集が困難になるなど、租税法の根幹を揺るがす可能性を秘めている。 
(4) これらの研究について、今後数年間かけてさらに発展させる必要性があると感じ
ている。また、❶についても、給与あるいは貨幣が電子化することで、執行面から新た
な課題が生じてくる可能性もある。IT化が、「攻めのガバナンス」に与える影響と対策
も、これまでの研究を発展させるものと思われ、今後はデジタル化を視野に入れた研究

が不可避となろう。 
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オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
渡辺徹也 1511号
 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
企業会計と租税法会計の乖離

租税研究 79-94

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
渡辺徹也 818号
 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
上場企業の留保利益に対する課税と配当・賃金・設備投資

法律時報 27-32

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

 ４．巻
渡辺徹也 90巻2号
 １．著者名
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〔学会発表〕　計2件（うち招待講演　2件／うち国際学会　2件）

2018年

2017年

 ３．学会等名

 ３．学会等名

The Japanese-German Business Association（招待講演）（国際学会）

国税法学会2017年国際学術大会「韓国における租税回避防止」（招待講演）（国際学会）

 ２．発表標題

 ２．発表標題

オープンアクセスとしている（また、その予定である） －

Taxation of the sharing economy

第3セッション「多国籍企業の租税回避行為」へのコメント

 ４．発表年

 ４．発表年

 １．発表者名

 １．発表者名

Tetsuya Watanabe

渡辺徹也

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
最近の税制改正における寄附金の扱い －大学等への寄附・ふるさと納税・格差問題を中心に－

税務事例研究 28-60

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
渡辺徹也 156号
 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
既存家屋の評価を争う際に建築当初の評価の誤りを主張することの可否

ジュリスト 206-207

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

 ４．巻
渡辺徹也 1505号
 １．著者名
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 ４．発行年
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〔産業財産権〕

〔その他〕

－

６．研究組織

７．科研費を使用して開催した国際研究集会

〔国際研究集会〕　計1件

８．本研究に関連して実施した国際共同研究の実施状況

共同研究相手国 相手方研究機関

氏名
（ローマ字氏名）
（研究者番号）

備考

 国際研究集会  開催年
国際シンポジウム「グローバル・エコノミーと租税法からの応答－日独の場合」 2018年～2018年

361（担当箇所は169-214）

所属研究機関・部局・職
（機関番号）

渡辺徹也
 １．著者名  ４．発行年

現代租税法講座第3巻 企業・市場「日本評論社、法人間における資産等の移転」

 ５．総ページ数 ２．出版社

 ３．書名

日本評論社


